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１．はじめに
ｿ アメリカにおける企業予算の制度的発展の過程には，公共予算との交流を通
じてみずからの枠組みを変革していった局面がある。この相互作用の展開
過程を企業予算の側からとらえれば，公共予算との交流によってみずからに
内在化した諸相はもとより，それを進展させた動因ないし企業内外の環境は
それぞれ歴史的段階に相応しい態様を示すものとみることができるであろう。
ところで，このような交流によってもたらされた影響は，まず,予算統制が
企業に定着した時期とみられている1920年代に明確なかたちであらわれた。
つまり，企業の予算統制が制度的に確立をとげるまでには，公共予算制度と
の交流があったことを指摘することができる(')。ついであらわれた典型的
な展開は，1960年代以降にアメリカにおいて登場したＰＰＢＳ(Planning，
ProgrammingandBudgetingSystem)やＺＢＢ(Zero-BaseBudgeting）
の企業への適用という現象にみられるそれである。なかんずく，ＺＢＢの展
開は企業管理上の重大な現代的課題を背後にもつだけに，それは，理論的
には伝統的予算管理に代りうる近代的予算管理システムとして，しばしば，
議論されている。しかし，かかる論議においても，．それが企業の経営実践
／
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において十分に定着するまでには，なお解決すべき多くの問題点のあること
が指摘されている(2)。
本稿は，企業予算制度の定着および展開の過程で公共予算との交流による
影響がみられた局面を軽視することなく，かかる企業予算の本質的課題につ
いて，さしあたり企業予算が公共予算との交流を通じて制度的にも確立をと
げたとされる1920年代から1930年代にかけての基本的文献を手がかりにして，
なかんずく，公共予算制度の先駆的意義にとりわけ注目して体系的予算統制
論を展開したJ､０.Mckinseyの所論に焦点をあてつつ，しかもＮ,ＡＣ.Ａ・公
報掲戟の諸論文にもふれながら考察することにする(3)。
(注）
（１）この点については，たとえば，AWWilIsmore,BusinessBudgetsandBudge-
taryControl，1932,ｐｐ、３～４，，．Ｍ．Rogers，DevelopmentoftheModern
BusinessBudget,JournalofAccountancy，vol、５３，Ｎ０３，１９３２，ｐｐ、186～203
Ｊ・OMckinsey，BudgetaryControI，1922.ｐ､４を参照。
(2)この問題は，Ｍ､Ｗ【Dirsmith＆Ｓ､Ｆ・JabIonsky，Zero-BaseBudgetingAsa
ManagementTechniqueandPoIiticaIStrategy，AcademyofManagementRe-
view、1979,Ｖ。１．４，Ｎq４，ｐｐ５５５～565によって察知することができる。
(3)本稿では，予算管理の分析視角の確立を意図していない。なお，予算管理の分析視
角については，辻厚生箸「管理会計発達史論」1971年，第９～11章，津曲直躬著
「管理会計論」1977年，第II部，小林健吾穂「予算管理発達史序説」会計，第121巻
第６号，１７～30頁などのすぐれた論考がある。
2．問題提起
ところで，企業の予算統制の形成に関しては種々の見解をあげうるけれど
も，その確立期についていえば、1920年代とみることが通説となっている。この
ような見解を容認するとしても，われわれがとりわけ注目したいことは，つま
り，企業予算が，公共予算との相互交流を経て1920年代に新たな意義をもつ
ことになったという点である(4)。ところて；この1920年代の初頭は，第一次大戦
後の需要の変動と景気の急変という環境の変化に伴って企業の内面的発展がみ
られたことがしばしば指摘されるところである。さらには，一流企業による
多角化戦略が遂行されるようになったのもこの年代のことである。前者は，
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終戦までに飛躍的に成長してきたアメリカ経済が第一次大戦の終結によって
一転して過剰生産となり，そのことにも関連して不況に直面したことにつな
がる問題であるが；いうまでもなく，ぼう大な生産力をかかえていた企業にお
ける経営者は，そのことを深刻な事態とうけとめて，諸問題の解決にあたる
必要があった。とりわけ，生産と販売の矛盾克服は，彼らにとって急務を要す
る課題であったのである｡だが,ひるがえって考えてみるに,企業経営者はそれ
までにもさまざまに不況をみてきており，この点からこの問題が企業経営者に
よって初めて意識された圧力であるとみることにいささか無理な点がある⑤。
そうであるなら，予算統制を論ずる場合，このような問題意識が予算統制
の確立をもたらしたというような見解にストレートにくみするわけにはいかない。
そこで;われわれは,予算統制がT科学的管理との交錯の過程を経ながら，他方
では1920年代以前に公的機関に適用されていたことにより経営管理者の関心を
集めつつあった公共予算の進展情況や当時の経営的事情を背景にして,1920年
代に制度的定着を果たしたという見解に注目しなければならないと考える(6)｡し
かしかかる考察においてもつぎの三点について明らかにする必要がある(7)。
第一に，予算統制が科学的管理思考の適用形態であるとしても，企業予算
が科学的管理と結節する理由，そしてその展開過程が明らかにされなければ
ならない。
第二に，予算統制が公共予算制度のいかなる側面を導入することによって
体系的予算統制として発展していったのかということである。公共予算と企
業予算との相互交流の深化の過程については，過去にも多くの論攻によって
その経過事実が指摘されてきているが，上記の論点について十分に体系的な
考察はいまだ試みられていないといえる(8)。
第三は，1920年代の経済的環境を素地として予算統制が－段と普及・発展
したことは，諸文献によって指摘されているものの，当時の経済的環境を基
盤とする企業の経営管理活動がそのような背景に照応して内在化した基本的
な課題の析出と，それを通じて可能になる予算統制の変容についての描出を
論理的に展開する必要がある。
第一の論点は，最近でもさまざまな角度から検討が加えられて，実の多い
議論が展開されている(9)ｄだが，これについてはなお周到に考察する必要が
３
金沢大学経済学部論巣第６巻第１号１９８５．１２
ある。なぜなら，予算統制の確立を1920年代とみる点については異論がある
からである。たとえば，周知のとおり辻厚生教授は，1907年前後に，科学的
管理の担い手であった技術者が「会計士会計」批判として提起した「技術者
の会計」から直接もたらされたものとして予算統制概念が生成し，その後は
むしろ会計士会計主導のもとで発展して第一次世界大戦中に成立したことを
主張される('０）。このことは，会計士会計が技術者の会計を摂取，同化するこ
とをとおして予算統制が成立したことを明らかにしたものであり，この点にお
いてとくに注目される見解である。たしかに，1910年頃までに生成した予算
統制概念がその後期間損益計算に接合する過程を通じて所要純利益→所要売
上高→許容費用というシェーマが実践として定着していったことは認めうる
であろう。それゆえに，直裁にいえば，この視点は，利益目標を達成するた
めの手段としての企業予算の技術的枠組みにとりわけ注目するものといえる。
しかしながら，いうまでもなくこの見解は，繊密な論理的考証によって築か
れているため，なお詳細な検討が必要である.
第二と第三の論点は，相互に関連する側面が多いといえる。なぜなら，公共
予算が予算統制として企業に導入されるためには，それを促進させた一定の
条件が揃っていたとみなければならないからである。そのことは，さしあた
り第一次大戦後における経営管理活動の発展と企業予算との関連を分析する
ことによって解明されるであろう。そこで，以下では，第三の論点にできる
だけ焦点を絞って，折にふれて第一の論点にも言及しながら，予算統制の確
立を基礎づける前提について考察することにしたい。
(注）
(4)Ｃｆ.，ＷｂＦ・Ｖｉｅｗ，WhytheBudget，TheJournalofAccountancy，Sept、
1925,ｐ、173.
.(5)1920年までに，アメリカの巨大会社を中心に専門経営者が大幅に増加し，重要な役
割を担っていた。彼らは，変化への適応力をもつ有能な人々であったし，各種の利害
関係者間の調整者として行動するとともに，利潤をより長期的視野から考える者でも
あった。Ｃｆ，Ｈ、Ｅ・Krooss＆Ｃ，Gilbert，AmericanBusinessHistory，1972,
chap、１２，鳥羽鉄一郎山ロー臣，厚東偉介，川辺信雄共訳「アメリカ経営史，下｣。
(6)このような視点から，体系的予算統制論を展開した当時の諸文献のなかでも，Ｊ・Q
Mckinsey，BudgetaryControL1922は頂点にたつ研究成果を示したものである。
４
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なお，MCkinseyはここで示した見解に適合的であるような考察を行って，つぎのよう
に述べている。「能率管理を遂行すべきなら，諸部門活動の調整を保証すべき計画股
定だけでなく，その計画をなし遂げるために諸部門活動のコントロール（admini-
strativecontrol）をも必要とする」と。Ｊbid，ｐ、２０。
(7)この点の議論については，辻厚生教授の研究をあげる必要がある。ここでも，示
唆をうけたことを記しておかなければならない。辻厚生稿「予算統制成立史鎗序鋭」
会計，第110巻第５号。
(8)この点の展開方向に関する議論としては，最近でも小林健吾教授の研究をあげなけ
ればならない。小林健吾穂「企業予算の新展開」企業会計，第91巻第７号。
(9)ここでは，これらの諸研究についていちいちとりあげることをしないが，示唆に巌
む見解が展開されている。
(10）辻厚生穂「予算統制の制度的展開一一E、０．Sommerの検討をめぐって－」
会計，第111巻第６号，５７～58頁。本稿では，や、視点を異にして，予算統制の企業
への制度的定若という点に注目している。
3．企業予算の基本的機能
さて，予算統制の生成と発展については既述のとおり異論もあるが、しか
しそれは，やはり科学的管理に土壌をもちながら，公共予算制度との交流を
一つの促進要因とすることによって進展したとみることができるであろう。
それにしても，それが，全社的な総合管理の手段となるためにはそれを支え
る固有の条件が存していたとみなければならないであろう('1)。
ところで；予算統制に関して比較的大がかりな実態調査に基づく初期の体系
的報告書であるアメリカの全国産業会議報告書は，効果的な予算統制の前
提として，妥当な組織，適切な会計制度，正確な原価計算制度，過去の経営
統計，予算制度の管理機関をあげている('2)。これらは，経営管理手段とし
ての予算統制を支える基盤を構成するものとみることができる。この諸前提
は多分に分析的であるが，必ずしも系統別に整理が不可能であるともいえな
い。なぜなら，第一に予算統制においては，結局のところ原価計算や経営統
計から作成しうる資料は会計制度のもとで適用されるからである('3)。同様に，
予算担当機関も管理組織に関する問題としてとりあげることができる('4)。か
くて，報告書からは，管理組織および会計制度が予算統制を支える基礎とな
っていることを知ることができるであろう。つまり，報告書の分析に依拠す
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れば，予算統制の企業への定着は，少なくとも管理組織および会計制度の整
備を必要条件にしていたと解すことができるのである。
アメリカにおいて，最初の体系的な予算統制論を展開したJ､０.Mckinsey
は，企業予算統制（budgetarycontrol）の本質的特徴を基本的に計画，調
整，統制とみていたu5)。そして，計数的手段としての企業予算による経営管
理である予算統制の緊要性は，(1)さまざまな職能的部門の諸活動を調整する
手段として，(2)集権的管理(centralizedexecutivecontrol）のための基礎
として，それがコントロール（administrativecontroI）上必要とされるため
であると指摘したのである('`)。要するに，予算統制が，コントロールのため
の技法として，調整機能の遂行に役立つ手段であることを明確にしたのであ
る。それゆえ，一面において，予算統制は，諸部門活動の調整を保証する計
画設定とこの計画を達成するようにそれらの諸活動を統制（administrative
control)する機能をもつものと解されていたのである。そして，著書Budg-
etaryControlでは，販売予算を起点として見積損益計算書で終了する体系
的な予算編成の会計的手続を主として論じたのである。このように，Mck-
inseyの予算統制論においても，直裁にいえば，管理組織および会計制度が
予算統制の基礎として認識されている。そうであるなら，予算統制は，管理
組織と会計制度に支えられた計画設定・統制のプロセスという機構的側面を
もつものと解しうる。したがって，他面において，予算統制は，機構として
の予算統制が経営管理上の要請に関連して手段的特性を発揮する場合の貢献
機能的側面をもつと解されなければならないであろう。予算統制をこのように理
解するかぎり，予算の統制プロセスは科学的に基礎づけられた管理基準の設定
を前提要件とすることで効果的に機能するかのようにみえることになる。だが．，
管理の中,L､的問題が生産工程のレベルから販売および財務のレベルに重点を
移動させつつあった発展段階において('刀，管理基準の再構成は,全般的管理に
とって重大な問題として認識されるにいたっていたといえる。つまり，科学的
管理に土壌をもつ予算統制にとって，少なくとも管理基準の規範性は不可欠
な条件とされねばならなかったとはいえ，第一義的に,管理基準は科学的な根拠
に基づいて設定されるべきことを要請されていたとみることができるであろう。
しかるに，上述のような事`情のもとでは，むしろ，技術的合理性を志向して，
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科学的基準そのものを効果的に体現・展開しえない経営管理活動に対しても
適用しうる合理的な財務計数的手段を必要とすることになる。予算は，こ
のような要請に対しても適用可能なものとして，さらにトップ・マネジメ
ントによる総合管理のための計画設定・統制のプロセスに適応しうる計数的
手段として，有用性をもっているといえる(18)。そうであれば;管理活動にお
いて管理基準そのものは計画設定と統制とを結ぶ媒体として重要な位置を占
めるから，そのためにもその規範性の有意味性が重視されなければならない
ことになる。この意味で,企業予算と経営管理活動との結びつきに着目してい
た当時の予算統制論においても，調整を保証する予算の計画設定プロセスを
重視する必要があったといえる('9k予算統制という表現にもかかわらず予算
編成プロセスが重視されていたことの理由もこれによって理解できるのである。
ところで，予算統制に関して当時注目されていたもっとも一般的な課題は，
Mckinseyをはじめとして多くの論者が一様に指摘していたように，販売と
生産の調整であった。とくに，資金源泉と連係した販売計画と生産計画のバ
ランスの確保は，もっとも重要な課題として認識されていたのである(２０）。こ
のことは，企業の客観的な内部条件に視点をおいてみれば，企業集中運動の
進展によって「組織の規模が拡大し，その組織が一層複雑化した｣(２１)企業を
中心に，多くの企業が生産品目の多角化戦略を採用したことによって促きれ
た経営管理上の変化に基づくものとみることができる(蕊)。だが，このような
事情は，職能分化の進んだ要素的な事業過程面に限られたものではなく，「こ
れまで経営首脳者の掌握のもとで，コントロールの集中によって遂行されて
いた調整が欠除する｣(麹)という変化をも含んでいたのである。だから，いっ
たん経営首脳者の手から逸脱したコントロールを新たに形成された組織階層を
とおしてトップ・マネジメントの掌中におさめる手だてを必要とするようにな
ったといえる。この点から，予算統制は，トップ・マネジメントへのコント
ロールの集中化志向に伴って生じる諸問題を解決する管理手段としても重視
されていたのである。すなわち，種々の経営活動を調整する手段としての有用
性を認められていた予算統制は集権的管理のためにも役立つ管理手段である
と考えられていたのである。そうであるなら，予算統制は，いわゆる水平的
調整だけでなく，総合的調整をなし遂げる管理技法として期待されていたと
７
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みなければならない。この意味でも，すでに述べてきたように販売と生産の
調整の必要が予算統制の確立をもたらした－つの要因であることを認め
うるとしても，それは経営管理側からのいわば問題解決的な要請であったと
みることが妥当と思われる。これに対して，Mckinseyが指摘するように販
売予算（salesestimate）は，生産能力の観点からだけでなく，利益管理や
財務管理の観点から総合的に調整されなければならないとする視点(郡）がむ
しろ重視されるべきであろう。企業における組織的改編が進行していた当時
の事情を考慮に入れるなら，当時現実にも問題視されていた販売と生産の調
整はもとより，いかなる部分的調整よりも，トップ・マネジメントを頂点と
する全社的調整を基本的な課題として認職する必要性があったとみることが
できるからである。
このようにみてくると，企業予算論の基礎を確立したとされるMckinsey
のBudgetaryControlにおいても，総合的調整を固有な管理機能とみる見
地から予算統制はそのための管理技法であると解されていたことを指摘しう
る。このような予算統制は，集権的管理のために手段としての有効性を認め
られていたのである。
ところで，MckinSeyが先駆的著掛BudgetaryControlを刊行してから，
Ｎ,Ａ､ＯＡ､の機関誌であるＮ・ＡＣ.Ａ､公報を中心に多くの予算統制に関する
論文が発表されることになった。その多くは，実務家あるいは実務経験者に
よるものであり，したがってそれらによって当時の企業予算実務を知ること
ができるであろう。ここで，それらを一つひとつ詳細に論じることはしない
が，当面の議論にとって必要と思われるＮ・ＡＣ.Ａ,公報に掲載の基本的論文
を上の議論によって示された分析視点と関連づけながら整理してみると，少
なくとも三つに類型化できるであろう。その一つは，管理基準の規範性の側
面の問題である。これは，多様な角度から論及されているが，つまるところ
企業予算の基本的機能と関連している(”・第二は，販売と生産の調整を主た
る問題として論じたもの，いま一つは，財務管理的視点からいわゆる垂直的
・調整を論じたものとに分けられる。前者には，Ｈ、Ｃ，Senour（1924ハ
Ｗ・ＳＫｅｍｐ（1926)，Ｌ，Ｆ,Blake（1928)，Ｊ、Ｈ・Barber（1930）な
どを，後者には，Ｃ、Ｅ、Weger（1926)，Ｆ・HCorregan（1927）など
七
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をあげることができる(２６)。後者の論考にはバランス・シート重視の思考がみら
れ，たとえばWegerは，「予算実務においてもっとも好運だったことは，バラン
ス･シートを予算作成の基礎として使用する思考から始めたことである｣(”と述
べ，最高執行者に帰属するような企業活動について均整のとれた包括的な予算
の作成を重視している｡このことは,販売予算,製造予算,財務予算という個別の
部門予算の作成と同時に特定の目標にそれらを統合化することの必要性と皿
そのためにバランス・シートが重要な柱となることを説くものである。これに対
し，Correganは，Weger同様に継続企業の一般予算が,流動比率分析などの
支援をえてバランス・シートから始まることを説きながらも，数量計算を重視す
る観点から,収益,費用,損益成果を内含する完全で包括的な現金収支計画に
関する予算の設定を企図するのである(麺。さらに，この両者の見解を支える社
会経済的な背景については，1928年のJ，Ｔ・Maddenの注目すべき論考があ
る。彼は，過去20年間,科学的管理や能率管理を採用してきたにもかかわらず，
それは十分な成果をあげえなかった事実に注目することによって能率管理的
予算に疑問を提示している。そして，製造業企業の場合,1920～21年のデフレ
に基因して資金運用の役割増大が現実のものとなったことを指摘するととも
に，このことにも関連して損益分岐点分析の重要性を強調する(２，)。このこと
は，企業予算に対して科学的管理的に接近するだけなら予算統制による管理
の限界が露呈すること，そしてむしろ企業全体を網羅する利益管理的予算の設
定が必要であることを強調したものとみることができる。販売と生産の調整
は，いうまでもなく，このような企業予算の総合調整機能によって遂行され
るそれの特殊機能に照応するものといえる。したがって，Senour等の水平
的調整論は，この視点において理解されなければならない。
(注）
０１）これに関して，津曲直鯛教授は，つぎのように述べておられる。「予算統制が技術
者による現場管理の「科学的」な計数的手法に土製をもつことは認めるとしても，そ
れが資金配分による全社的調整・統合の手段となるためには，それに固有な十分条件
が存していたと解されなければならない．」と。津曲直躬著「前掲番」９０頁。
(l2ICf，NationallndustrialCoYlferenceBoard，BudgetaryControlinManu-
facturinghdustry，1931,Chap．Ⅲ，この報告番は，1930年に実施した実態調査
に基づくものであって，すでに長谷川安兵衛著「予算統制の実証的研究」1932年や津
９
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曲直躬著「前掲轡」によって論評されていることを記しておく。
(l3IMckinseyは，会計記録以外の源泉から得られる悩報であっても，結局は会計記録
によってチェックされることを説いている。Ｃｆ,Ｊ、０．Mckinsey，ｏｐ．ｃ雌，ｐ、３４。
(ｌＯＣｆ，Jbia.，cbap.Ⅳ。
(1,予算統制とは何かを問うにあたっては，それがどのような活動であるのかを示すこ
とによって明らかになるとして，次の３項目をあげている。
①一定期間における全部門の諸計画を見積のかたちで示したステートメント。
②これらの見積を企業の全体としてバランスのとれたプログラムに調整すること。
③実績と予算（estimatedperformance）との比較を示す報告轡の作成，およびこ
れらの報告書が原始予算の改訂の必要性を示すときの諸計画の是正措孟。I6ia．ｐ、
８。
(ｌＯＣｆ.，肪吐.，ｐ、１２。
(ＩｎＣｆ，Ｈ、Ｅ・Krooss＆OGilbert，。p、ciL，chap、１２。
(ID企業予算は，必ずしも経営管理の基本原理としての能率と有効性に十分に適応しう
る技術的枠組みを供していないが，一定の条件に照応する技術的合理性を志向して
いるとみることはできる。Ｃｆ.,Ｊ、、Thompson，OrganizationsinAction，1967,
ｐｐ、８６～88。
(]，たとえば，Mckinseyは，企業予算（budgetaryprogram）が正式に作成・執行さ
れるためには，全従事者がその目的に協力することを要し，そのためには承認済の部
門予算を達成するための達成目標（plan）を綿密に般定する必要があることを指摘し
ている。Ｃｆ，Ｊ・OMckinsey，ｏＰ，ｃｊＬ，ｐｐ、４０～42。
(2Oこのような視点に関する論文だけでも膨大な数にのげる。それゆえ，諸論文をいち
いち列挙することは割愛させていただく。
(21）Ｊ、０．Mckinsey，ｏｐ・ciL，ｐ、１８。
(22）Ｃｆ.,Ｈ、Ｅ、Krooss＆Ｃ・Gilbert，ｏｐ・Citも，ｐｐ、252～254.
脚Ｊ、０．Mckinsey，ｏｐ・Ｃｉｔ.，ｐ、19.
,0Ｃｆ，１６J｡.，ｐｐ、418～419.
0，この面では，当時，予算統制という表示にもかかわらず，企業予算の計画機能を強
調する議論が多い点に注意を要する。
(２，Ｈ、Ｃ・Senour，TheAdministrationoftheBudget，Ｎ・ＡＣ.Ａ・Bulletin,Vol．
Ⅵ，NOL８，Dec、１５，１９２４．
Ｗ．Ｓ・Ｋｅｍｐ，BudgetsandPre-DeterminationofCosts，Ｎ・ＡＣ・ABulletinO
Vol．Ⅶ，ＮＤ２２ｏＪｕＬ１５ｏ１９２６ｏ
Ｌ．Ｆ・Blake，ExperienceswithBudgetstoAidManagement，Ｎ､Ａ･ＯＡ･
Bulletin，ＶｏＬＩＸ，Ｎｑ２１，Ｊｕ1,1,1928.
Ｊ．Ｈ・Ｂarber，BudgetingandForecastinginanhldividualCompany，
Ｎ､Ａ､Ｃ･ABulletin，Ｖｏｌ･ＸＩ０Ｎｑｌ２･Feb、15,1930°
Ｃ．Ｅ、WegerDThePreparationandAdministrationofBudgets，Ｎ・ＡＣ．
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Ａ･Bulletin，ＶＯＬⅦ,ＮＣＬ９，Jan，２，１９２６．
Ｆ．Ｈ・Corregan，BudgetofFinancialOperations，Ｎ､Ａ､Ｃ・ABuUetin,Vol．
Ⅸ，Ｎｑ４０Ｏｃｔ、15,1927．
ＣＤＣ．Ｅ・Weger，ｏ粋ｃｉｉ.，ｐ、３３５．
脚Ｃｆ.，Ｆ，Ｈ・Corregan，ＤＰ、ｃｉＬ，Ｐｐ、133～]37.
00Ｃｆ，』.Ｔ･Madden，EconomicConsiderationsAffectingCommercialBudgetS，
Ｎ､Ａ､Ｃ､Ａ・BulletinDVoLIX，NcL22，ＪｕＬ１５１１９２８，ｐ、1296。
4．小括
以上のように，Mckinseyの予算統制論は，その後に展開されて実務的色
彩をつよくにじませる諸論文を盛ったＮ､Ａ,ＯＡ､公報などによって検証された
かたちとなり，ひっきょう，それは，企業予算論の先駆的意義をもつものと
解しうるのである。つまるところ，そこでの核心となる視角は，企業予算の
基本的機能として調整機能に注目していたことにある。企業予算によって遂
行される調整機能は，一般に諸部門活動間の連絡をつけることによって集権
的管理を保証する機能として解されていた｡ＷＦ､Ｖｉｅｗによれば,このような｢予
算の意義は，国内のもっとも大規模できわめて進歩的な成功している多くの
株式会社に採用されているという事実によって証明される｣(30)というのであ
る。ブーム（booms）や景気後退による障害を克服する実践的手段や市場を
コントロールするための有効な手段がいまだ案出されていなかった当時の一
般的状況のなかで，これらの企業経営者は，予算を採用し運営することによ
って，さし迫った企業倒産の可能性を回避し市況の変化にも有利に対処しつ
つ利益を獲得できると考えて，自己の行動を動機づけたのであった(31)。また，
1920年代にはすでに職能別管理組織を完成させ，ざらに事業部制組織を形成
しつつあった企業において，部門別予算は全体を構成する要素であったにす
ぎない。この点から，予算統制は，個々の部門予算を相互に調整するだけで
なく，それらを利益目標のもとに統合することによってはじめてみずからの
有効性を実現しえたとみなければならない。
ところで，企業予算の調整機能は，既述のとおり，すでに当時の企業予算
論における中心に位置づけられていた。これにも関連して，Ｖｉｅｗは,企業が
第一次大戦直後の経営難に直面したときに，「予算は新たな意義をもつこと
－１１－
金沢大学経済学部瞳巣第６巻第１号１９８５．１２
になった｣(32）と説いて，ざらに「現代（modem)におけるそれの発展は，企
業の将来の全体像を提供するように，すべての部門予算を調整することにあ
る｣(33)と説いている。このような見解によって，企業予算の調整機能が第一次
大戦後になってはじめて実質的に予算統制論の基軸において議論されるよう
になったことを，さらには，そのような議論をとおして企業予算の基本的機
能が整序化されるようになったことを理解することができる。
しかしながらこのような予算統制が必ずしも歓迎されたとはいえないよう
である(餌)。なぜなら予算統制の導入は管理上の編制櫛造と関連しているから
である。当時においても，一般に予算の作成は社長あるいは取締役会が望ま
しい資本利益率を決定することを前提において，つまり，いわば制御基準の
決定をまって開始されていた(頸)。したがって，予算は，資本利益率目標を達
成するための手段として有効でなければならなかったのである。その
ために，企業予算は一定の基盤を必要としていたといえる。そこで,健全な組
織と，責任を構造化した会計制度は，ともに予算統制の実施に不可欠な条件と
みなされていたのである(36)。そのことは，管理者責任につながる費用の分析
が企業予算の根本的な利点であると解されていたこととも連関している｡それにし
ても，その当時，製造予算統制を実施する場合には職長の協力を不可欠とし
ていたが，職長自身はみずからの部門の管理責任に関心をもたず，責任をも
って費用削減にあたるような態度を示さなかったことが指摘されている(３７)。
そうであるなら，彼らにいかに予算を担当させて管理責任をもたせるかが予
算統制を成功させるためのまずもって重要な課題であったといえる．まして
そのことは，職長を経営者（management）側に位置づけたうえで，職長
の生産意欲を高めるためにも重視されなければならなかったのである(劃。企
業予算は，じつはこの面において有効であった。しかし，このことは，やが
てかかる能率管理志向の予算の運用上の制約について存知させることになる。
この点についてはすでに述べてきたように，Maddenは，1928年のＮ､Ａ,Ｃ､Ａ・公
報掲赦の彼の論文のなか己能率管理や科学的管理に機能的限界があることを
指摘したのである(3)。だが同時に，企業予算を採用しなくとも著しく成果
をあげてきた管理者の多くは，収益志向の活動のために新型予算が必ずしも
効果的な用具になるとは考えなかったともいわれている。それゆえ，子算統
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制の導入を企図するもののそのことによって予算統制の前提条件である管理
機構と会計制度の整備を必要とした企業において，それは重荷同然に扱われ
たと解されても決して失当ではない。だが，そうであるとしても，現実にも企
業予算は大企業を中心に進歩的な成功している株式会社に採用されていたと
いう事実を考慮するなら，予算統制には種々の障害を超克するような効用が
あったとみなければならない。
このようにみてくると，確立期における企業予算の作成と運用，すなわち
予算統制に期待されていた基本的な任務は，集権的管理を保証する調整機能
を発揮することにあったとみることができる。
(注）
００１Ｗ．Ｆ、View，ｏｐ．ｃ雌，ｐ、１７４．
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㈱Ｃｆ，Ibia,，ｐｐ、４０～41。
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